
Ⅳ　患者、国民をめぐる状況 

１　政府に対する要望は、「医療・年金等の社会保障」がダントツ

　２００６年（平成１８年）１０月に実施した「国民生活に関する世論調査（内閣府）」で、今後政

府に対して力を入れてほしいと思うことを聞いたところ、「医療・年金等の社会保障構造改

革」を挙げた者の割合が最も高く、前年６１.３％から７２.７％と増加しています。２位は「高齢

社会対策」で、前年の４５.５％から５４.５％に増加。３位は、「景気対策」（５０.０％）となってい

ます。

　「医療・年金等の社会保障構造改革」の選択肢は、１９９９年（平成１１年）調査までは「医

療・福祉・年金の充実」となっていたものです。

　他に選択肢はなく、この回答を選択した多くの人たちは、「医療・福祉・年金の充実」を

要望していると考えられます。

２　格差社会の広がりと、高まる日本の貧困率

　政府は「景気は回復した」と強調します。たしかに、バブル経済破綻からの脱却と称し

て、大企業と政府が行った賃金や下請けコストの未曾有宇の削減によって大企業は、バブ

ル経済期を超える利益をあげています。しかし、多くの庶民にはその実感はありません。

その一方で、大きな社会問題となっているのが、「格差社会」の広がりです。

　「ワーキング・プア」といわれる、働いているのに生活保護水準以下の暮らししかできな

い世帯は、６５６万世帯で全世帯の１８.７％（週刊エコノミスト２００６年７月２５日号：２００２年総務

省・就業構造基本調査より推計）にのぼっています。

　さらに、ＯＥＣＤ（経済

協力開発機構）対日経済審

査報告より作成した「相対

貧困率比較」を見ると、日

本はアメリカに次いで、第

二位の相対貧困率になって

います。

　「相対貧困率」とは、可処

分所得が中位の半分に満た

ない生産年齢人口の割合を

さします。

３　４８０万世帯が国保料滞納

　２００６年６月１日現在で、国保料を滞納しているのは４８０万世帯（前年比１０万世帯増）。全

市町村国保の世帯数（２,５３０万世帯）の１８.９７％に達しています。

　高額な保険料が支払えず、国保証を取り上げられ被保険者資格証明書（医療機関の窓口

では１０割を支払わないといけない）を交付された世帯は、３５万世帯（前年比４万世帯増）、有

効期限が極端に短い短期被保険者証交付世帯は、１２０万世帯（前年比１５万世帯増）に広がっ

ています。

　これは、①１９８４年の国保法改悪で国庫補助率を大幅に引き下げた（医療費の４５％⇒医療
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費の３８.５％）結果、払いきれないほど高額な国保料（大阪府守口市は、年収２８０万円で２人

の子どものいる４０代の４人家族の場合、年間５３万円の国保料）となっていることと、②国

保加入世帯の２７％が所得なし層であること、③国保世帯の多くを占める零細企業や農漁民

を襲う厳しい経済状況のもとで「払いたくても払えない」状況が広がっていることが原因

です。

　資格証明書を交付された場合の受診率は、一般被保険者受診率の１１３分の１程度（福岡

県）であるなど、医療が受けられない事態となっており、国保証を交付されている世帯で

も高額な自己負担のために受診を手控えるなど、まさに、国民皆保険は空洞化しています。

平成１６年１２月国保中央会発行「国民健康保険の安定を求めて」より抜粋

 

 

（注）国保は旧ただし書き方式による課税標準額であり、政管健保、組合健保は 
　　　標準報酬をもとに賞与月額、給与所得控除等を見込んで推計したもの。 
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年間所得をもとに算定した保険料率（平成13年度） 
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年度別国民健康保険特別会計事業勘定収支構成比
＜削減つづきの国庫支出＞

保険料（税）地方支出その他国庫支出

４４.４％６.８％６.０％４２.８％昭和３６年度

３６.９％４.７％２.１％５６.３％昭和４０年度

３２.１％５.２％４.２％５８.５％昭和５０年度

３７.５％４.２％１３.４％４５.０％昭和６０年度

３９.０％８.２％１７.２％３５.６％平成５年度

３８.０％９.５％１７.７％３４.８％平成１０年度

３４.１％１０.２％２１.１％３４.６％平成１６年度

国保中央会「国民健康保険の実態」より

��




